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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

  
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第55期の１株当たり配当額30円は、特別配当15円を含んでおります。 
３ 第56期の１株当たり配当額50円は、ジャスダック市場上場10周年記念配当10円を含んでおります。 
４ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 
５ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
６ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、
記載しておりません。 

    ７ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第55期中 第56期中 第57期中 第55期 第56期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 11,016,425 12,672,196 12,411,251 23,444,763 25,183,473

経常利益 (千円) 876,685 944,423 927,940 1,766,851 1,785,291

中間(当期)純利益 (千円) 503,170 551,305 498,414 930,899 1,057,742

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 1,148,000 1,148,000 1,148,000 1,148,000 1,148,000

発行済株式総数 (株) 5,300,000 5,300,000 5,300,000 5,300,000 5,300,000

純資産額 (千円) 9,520,216 10,298,489 11,302,395 9,971,355 11,089,430

総資産額 (千円) 15,761,124 17,347,422 18,441,346 16,973,094 18,485,363

１株当たり純資産額 (円) 1,849.30 2,000.48 2,132.53 1,926.64 2,081.02

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 97.74 107.09 94.04 170.53 193.59

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間(年間) 
配当額 

(円) ― ― ― 30.00 50.00

自己資本比率 (％) 60.4 59.4 61.3 58.7 60.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △291,951 112,999 353,694 257,487 591,680

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 20,392 △8,007 △147,587 △201,531 294,088

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △102,960 △154,440 116,612 △102,960 104,081

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 4,923,132 5,201,199 6,563,217 5,250,647 6,240,498

従業員数 (名) 196 191 192 193 190



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社では、労働組合は結成されておりません。また、労使関係については特に記載すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 192 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

 (1) 業績 

   当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日）における内外経済を顧みますと、米国経済は従前か

らの個人消費の伸びを背景にした相次ぐ金利引き上げ、ならびに原油価格高騰の動きにもかかわらず、景気は堅調

に推移しました。欧州経済は昨年後半に鈍化した成長が、やや回復の兆しが見られるものの全般的には低調に推移

しました。アジア経済は鈍化傾向にあるものの、依然中国が堅調な牽引役となり、全体として好調を維持しまし

た。一方、わが国経済は、原油価格高騰が原材料価格を押し上げ、コストアップ要因となっているものの、雇用の

改善が個人消費を押し上げていることと、自動車業界を中心とした堅調な設備投資などにより、緩やかな回復基調

で推移しました。当社が関連する機械工具業界におきましては、デジタル家電関係の生産調整の影響が尾を引くと

ともに、同業者間の価格競争も引き続き厳しい経営環境でありました。 

   このような環境下、当社は管理面で前期から取り組んでまいりました「利益構造改革運動」を一層推し進め全社

員の意識改革を図るとともに、営業面では好調な設備投資が続く自動車業界関連のユーザーに主としてロボットを

中心とした省力化機器等を積極的に展開してまいりました。また、ユーザーの生産拠点の変化に対応し、販売力及

びサービスを強化する目的で、大分県別府市に大分営業所を新設するとともに、四国今治市に今治駐在所を設置し

て収益の拡大を図ってまいりました。しかし、市場全体は回復傾向にあるものの、デジタル家電関係における設備

投資は全般的に低調であったため、収益は前年同期を若干下回りました。 

   これらの結果、当中間会計期間の売上高は前年同期比2.1％減の124億11百万円、営業利益は前年同期比0.4％増の

８億88百万円、経常利益は前年同期比1.7％減の９億27百万円、中間純利益は前年同期比9.6％減の４億98百万円を

それぞれ計上することができました。 

   なお、当中間会計期間におきましては営業外費用として社債発行費13百万円、特別損失として本社及び大阪営業

所社屋の建替えに伴う社屋建替関連損失71百万円が計上されております。 

  

   各部門の概要は次のとおりであります。 

   ［制御機器］ 

     当部門は、空気圧機器、真空発生器、流体継ぎ手、静電気除去器、圧力センサー、電子センサー、緩衝器な

どで構成されており、主として実装機、デジタル機器、半導体製造装置、車載部品、自動車などの得意先へ販

売しております。当中間会計期間におきましては、デジタル家電、半導体製造業界向け空気圧機器が前年同期

に比較して若干減少したため、売上高は前年同期比9.8％減の60億円となりました。 

   ［ＦＡ機器］ 

     当部門は、ロボット、自動組立機、チップマウンター、リフロー、レーザー加工機などで構成されており、

主としてデジタル機器、車載部品、自動車、ＯＡ機器、基盤実装などの得意先へ販売しております。当中間会

計期間におきましては、自動車関連業界、ＯＡ機器向けロボットが好調であったため、売上高は前年同期比

9.5％増の46億25百万円となりました。 



   ［産業機器］ 

     当部門は、電気ドライバー、アルミフレーム、無人搬送車、コンベアなどで構成されており、主としてデジ

タル機器、車載部品、自動車、食品などの得意先へ販売しております。当中間会計期間におきましては、デジ

タル家電業界向けがやや不振であったため、売上高は前年同期比0.6％減の17億85百万円となりました。 

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

   当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、65億63百万円と前年同期に比べ13億

62百万円（26.2％）の増加（前事業年度末比３億22百万円の増加）となりました。 

   当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

  （ 営業活動によるキャッシュ・フロー ） 

    営業活動により得られた資金は、３億53百万円と前年同期に比べ２億40百万円（213.0％）の増加となりまし

た。資金の主な増加要因は、税引前中間純利益の計上（８億54百万円）及び売上債権の減少（４億56百万円）な

どであり、他方、資金の主な減少要因は、仕入債務の減少（５億56百万円）や法人税等の支払額（４億28百万

円）などであります。 

  

  （ 投資活動によるキャッシュ・フロー ） 

    投資活動により使用した資金は、１億47百万円と前年同期に比べ１億39百万円（ － ％）の増加となりまし

た。資金の主な減少要因は、主として本社社屋建設のための中間金の支払、及び、厚木営業所の改修に伴う資本

的支出などによるものであります。 

  

  （ 財務活動によるキャッシュ・フロー ） 

    財務活動により得られた資金は、１億16百万円と前年同期に比べ２億71百万円（ － ％）の増加となりまし

た。資金の主な増加要因は、本社社屋建設資金調達のための社債発行による収入（３億86百万円）であり、資金

の主な減少要因は、配当金の支払（２億65百万円）などであります。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注実績 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績は次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 仕入実績 

当中間会計期間における仕入実績は次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

品目 金額(千円) 前年同期比(％) 

制御機器 6,000,737 △ 9.8 

ＦＡ機器 4,625,224 ＋ 9.5 

産業機器 1,785,289 △ 0.6 

合計 12,411,251 △ 2.1 

相手先 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

キヤノン㈱ 1,334,380 10.5 1,469,684 11.8

品目 金額(千円) 前年同期比(％) 

制御機器 5,103,293 △ 10.6 

ＦＡ機器 3,970,390 ＋ 6.3 

産業機器 1,442,010 △ 2.6 

合計 10,515,694 △ 3.8 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

  当中間会計期間において、本社及び大阪営業所の建物の建替えのため、下記の設備を除却しました。 

  

(注) 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

 (1) 重要な設備計画の変更 

  前事業年度末に計画されていた設備計画のうち、未確定であった着手年月及び完成予定年月は下記のとおりとなり

ました。 

  

(注) 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

  

 (2) 重要な設備の新設等 

  当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業内容 設備の内容
帳簿価額

（千円） 
除却年月 

本社 
営業本部 

東京第一営業所 
東京第二営業所 
(東京都文京区) 

管理業務 
・ 

販売業務 

管理設備

・ 
販売設備 

42,743 平成17年９月 

大阪営業所 
(大阪市西区) 

販売業務 販売設備 4,788 平成17年９月 

事業所名 
(所在地) 

事業内容 
設備の 
内容 

投資予定額（千円）

資金調達方法 着手年月 
完成予定 
年月 

総額 既支払額

大阪営業所 
(大阪市西区) 

販売業務 販売設備 300,000 ―― 自己資金 平成17年11月 平成18年９月

事業所名 
(所在地) 

事業内容 
設備の 
内容 

投資予定額（千円）

資金調達方法 着手年月 
完成予定 
年月 

総額 既支払額

本社 
営業本部 

東京第一営業所 
東京第二営業所 
(東京都文京区) 

管理業務 
・ 

販売業務 

管理設備 
・ 

販売設備 
434,500 152,075 社債 平成17年９月 平成18年７月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

当会社が発行する株式の総数は、2,000万株とする。ただし、株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ず

る。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) この内、現物出資による6,000株が含まれております。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月６日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 5,300,000 5,300,000
ジャスダック
証券取引所 

― 

計 5,300,000 5,300,000 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 
       日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社  191千株 

  

  

年月日 
発行済株式
総数増減数 
(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成17年９月30日 ― 5,300,000 ― 1,148,000 ― 1,091,862

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

鳥 羽  暢 東京都杉並区浜田山４丁目４番12号 561 10.59

鳥羽洋行社員持株会 
東京都文京区関口１丁目24番８号
 東宝江戸川橋ビル４階 

304 5.74

株式会社みずほ銀行 
東京都千代田区内幸町１丁目１番５
号 

257 4.84

鳥 羽 重 良 東京都杉並区浜田山４丁目４番12号 235 4.44

竹 田 和 平 名古屋市天白区表山２丁目209番 200 3.77

鳥 羽 聰 子 東京都杉並区浜田山４丁目４番12号 198 3.73

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 191 3.60

鳥羽洋行取引先持株会 東京都文京区水道２丁目８番６号 171 3.23

尾日向  宏 
東京都世田谷区桜上水５丁目10番５
号 

139 2.62

クレディエットバンク エスエイ 
ルクセンブルジョワーズ －シリウ
ス ファンド－ ジャパン オパチュ
ニティズ サブ ファンド 

４３ ＢＯＵＬＥＶＡＲＤ ＲＯＹ
ＡＬ Ｌ－２９５５ ＬＵＸＥＭＢ
ＯＵＲＧ 

125 2.35

（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業務
室） 

（東京都中央区日本橋兜町６番７
号） 

計 ― 2,383 44.96



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注)  「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権２個）含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

     該当事項はありません。 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  5,300,000 53,000 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 5,300,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 53,000 ― 

月別 
平成17年 
４月 

  
５月 ６月 ７月 ８月 

  
９月 

最高(円) 1,844 1,990 2,060 2,195 2,180 2,145

最低(円) 1,735 1,746 1,961 2,015 2,005 2,065



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中

間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  

  

１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金   5,505,094    6,563,217   6,240,498    

２ 受取手形   2,490,287    2,311,840   2,474,279    

３ 売掛金   6,760,309    6,874,584   7,169,118    

４ 商品   193,281    87,064   123,851    

５ 繰延税金資産   93,295    90,742   99,773    

６ その他   39,568    42,381   64,560    

  貸倒引当金   △39,926    △1,375   △12,169    

流動資産合計     15,041,910 86.7  15,968,455 86.6   16,159,913 87.4

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※１              

(1) 建物   249,750    206,074   242,997    

(2) 土地   1,402,147    1,402,147   1,402,147    

(3) 建設仮勘定   ―    129,721   ―    

(4) その他   5,044    3,876   4,485    

有形固定資産合計   1,656,942   9.5 1,741,820  9.4 1,649,630   8.9

２ 無形固定資産   12,546   0.1 12,390  0.1 12,410   0.1

３ 投資その他の資産                

(1) 投資有価証券 ※２ 357,014    471,820   402,832    

(2) 繰延税金資産   27,621    ―   7,140    

(3) その他   254,877    248,295   258,295    

  貸倒引当金   △3,488    △1,436   △4,858    

投資その他の資産 
合計   636,024   3.7 718,680  3.9 663,409   3.6

固定資産合計     2,305,512 13.3  2,472,890 13.4   2,325,449 12.6

資産合計     17,347,422 100.0  18,441,346 100.0   18,485,363 100.0

           



  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 支払手形 ※２ 2,973,394    2,545,695   3,290,426    

２ 買掛金 ※２ 3,226,989    3,339,733   3,151,949    

３ 一年内償還予定 
の社債 

  ―    80,000   ―    

４ 未払法人税等   388,492    354,302   445,993    

５ 賞与引当金   125,000    140,000   150,000    

６ その他 ※３ 81,262    93,663   110,736    

流動負債合計     6,795,139 39.2  6,553,393 35.5   7,149,106 38.7

Ⅱ 固定負債                

１ 社債   ―    320,000   ―    

２ 繰延税金負債   ―    21,330   ―    

３ 退職給付引当金   196,693    187,126   189,725    

４ 役員退職引当金   53,100    53,100   53,100    

５ その他   4,000    4,000   4,000    

固定負債合計     253,793 1.4  585,557 3.2   246,825 1.3

負債合計     7,048,933 40.6  7,138,951 38.7   7,395,932 40.0

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     1,148,000 6.6  1,148,000 6.2   1,148,000 6.2

Ⅱ 資本剰余金                

１ 資本準備金   1,091,862    1,091,862   1,091,862    

２ その他資本剰余金   ―    169,197   169,197    

資本剰余金合計     1,091,862 6.3  1,261,059 6.8   1,261,059 6.8

Ⅲ 利益剰余金                

１ 利益準備金   287,000    287,000   287,000    

２ 任意積立金   6,487,376    7,136,511   6,487,376    

３ 中間(当期) 
  未処分利益 

  1,284,230    1,314,946   1,790,666    

利益剰余金合計     8,058,607 46.5  8,738,457 47.4   8,565,043 46.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

    89,343 0.5  154,877 0.9   115,327 0.6

Ⅴ 自己株式     △89,324 △0.5  ― －   ― －

資本合計     10,298,489 59.4  11,302,395 61.3   11,089,430 60.0

負債・資本合計     17,347,422 100.0  18,441,346 100.0   18,485,363 100.0

                 



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     12,672,196 100.0  12,411,251 100.0   25,183,473 100.0

Ⅱ 売上原価     10,832,777 85.5  10,539,124 84.9   21,542,563 85.5

売上総利益     1,839,418 14.5  1,872,126 15.1   3,640,910 14.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費     954,652 7.5  984,087 7.9   1,959,125 7.8

営業利益     884,766 7.0  888,039 7.2   1,681,784 6.7

Ⅳ 営業外収益 ※１   64,448 0.5  58,319 0.4   117,129 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   4,792 0.0  18,418 0.1   13,622 0.0

経常利益     944,423 7.5  927,940 7.5   1,785,291 7.1

Ⅵ 特別利益 ※３   1,936 0.0  11,775 0.1   29,437 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４   2,077 0.0  85,233 0.7   2,232 0.0

税引前中間(当期) 
純利益 

    944,282 7.5  854,482 6.9   1,812,495 7.2

法人税、住民税 
及び事業税 

※５ 380,800    345,700   746,400    

法人税等調整額 ※５ 12,176 392,976 3.1 10,368 356,068 2.9 8,353 754,753 3.0

中間(当期)純利益     551,305 4.4  498,414 4.0   1,057,742 4.2

前期繰越利益     732,924   816,532    732,924  

中間(当期)未処分 
利益 

    1,284,230   1,314,946    1,790,666  

            



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

     

１ 税引前中間(当期)純利益   944,282 854,482 1,812,495

２ 減価償却費   7,141 5,839 14,226

３ 賞与引当金の増加・ 
  減少(△)額 

  △5,000 △10,000 20,000

４ 役員退職引当金の増加・ 
  減少(△)額 

  △14,437 ― △14,437

５ 貸倒引当金の増加・ 
  減少(△)額 

  △2,702 △14,216 △29,090

６ 退職給付引当金の増加・ 
  減少(△)額 

  △11,117 △2,599 △18,085

７ 受取利息及び受取配当金   △2,979 △3,341 △6,423

８ 社債利息及び支払保証料   ― 635 ―

９ 社債発行費   ― 13,600 ―

10 投資有価証券評価損   2,069 ― 1,861

11 固定資産廃棄損   7 126 371

12 社屋建替関連損失   ― 71,749 ―

13 売上債権の減少・増加 
  (△)額 

  △342,682 456,972 △735,483

14 たな卸資産の減少・ 
  増加(△)額 

  △94,295 36,787 △24,865

15 その他の流動資産の減少・ 
  増加(△)額 

  55,320 23,479 29,246

16 破産・更生債権等の減少・ 
  増加(△)額 

  1,002 3,540 △1,354

17 仕入債務の増加・減少 
  (△)額 

  128,192 △556,947 370,184

18 未払金の増加・減少(△)額   △84 △2,338 5,285

19 未払消費税等の増加・ 
  減少(△)額 

  △35,948 1,420 △31,834

20 未払費用の増加・減少 
  (△)額 

  △1,922 △3,856 3,237

21 預り金の増加・減少(△)額   △14,540 △7,870 △4,703

22 その他の流動負債の増加・ 
  減少(△)額 

  530 20 ―

23 役員賞与の支払額   △53,000 △60,000 △53,000

24 その他   △62,121 △5,092 △47,451

小   計   497,714 802,389 1,290,176

25 利息及び配当金の受取額   2,961 3,574 6,425

26 社屋建替えに伴う支出   ― △24,217 ―

27 法人税等の支払額   △387,676 △428,052 △704,920

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  112,999 353,694 591,680



  

  

  

 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

   前中間会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

    該当事項はありません。 

   当中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

    該当事項はありません。 

   前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

    該当事項はありません。 

  

    
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

     

１ 定期預金の払戻による収入   ― ― 303,894

２ 有形固定資産の取得による 
  支出 

  △1,330 △145,279 △1,330

３ 投資有価証券の取得による 
  支出 

  △6,677 △2,308 △8,476

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △8,007 △147,587 294,088

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

     

１ 社債の発行による収入   ― 386,400 ―

２ 自己株式売却による収入   ― ― 258,521

３ 自己株式売出費用の支出   ― △4,788 ―

４ 配当金の支払額   △154,440 △265,000 △154,440

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △154,440 116,612 104,081

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

  ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増加・減少(△)額 

  △49,448 322,718 989,850

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  5,250,647 6,240,498 5,250,647

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 5,201,199 6,563,217 6,240,498

    



 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの…中間

会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は、全部資

本直入法により処理

し、売却原価は、移動

平均法により算定) 

(1) 有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの…同左 

  

(1) 有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの…期末

決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法

により処理し、売却原

価は、移動平均法によ

り算定) 

    時価のないもの…移動

平均法による原価法に

よっております。 

  

  時価のないもの…同左   時価のないもの…同左 

  (2) たな卸資産 

  移動平均法による原価

法によっております。 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  建物…定率法(簿価の

58.3％)及び定

額法 ( 簿価の

41.7％) 

  その他…定率法 

(1) 有形固定資産 

  建物…定率法(簿価の

47.6％)及び定

額法 ( 簿価の

52.4％) 

  その他…定率法 

   なお、主な耐用年

数は次のとおりであり

ます。 

  建物   ３～50年 

  構築物    10年 

  器具備品 ３～20年 

   なお、取得価額10万

円以上20万円未満の少

額減価償却資産につい

ては、３年間均等償却

によっております。 

  

(1) 有形固定資産 

  建物…定率法(簿価の

57.7％)及び定

額法 ( 簿価の

42.3％) 

  その他…定率法 

   なお、主な耐用年

数は次のとおりであり

ます。 

  建物   ３～50年 

  構築物    10年 

  器具備品 ３～20年 

   なお、取得価額10万

円以上20万円未満の少

額減価償却資産につい

ては、３年間均等償却

によっております。 

  

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっておりま

す。 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間(５年)に基づく定

額法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  一般債権については貸

倒実績率により、貸倒

懸念債権等の特定の債

権については個別に回

収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権等の特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

  一般債権については貸

倒実績率により、貸倒

懸念債権等の特定の債

権については個別に回

収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上し

ております。 



  

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  (2) 賞与引当金 

  従業員賞与の支給に備

えるため、支給見込額

基準により計上してお

ります。 

  

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務の見込額に基づき、

当中間会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

おります。 

  

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務の見込額に基づき、

当中間会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

おります。 

 （会計方針の変更） 

  当中間会計期間より

「『退職給付に係る会

計基準』の一部改正」

（企業会計基準第３号 

平成17年３月16日）及

び「『退職給付に係る

会計基準』の一部改正

に関する適用指針」

（企業会計基準適用指

針第７号 平成17年３

月16日）を適用してお

ります。 

  これによる損益に与え

る影響はありません。 

  

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務の金額に基づき、当

事業年度末において発

生していると認められ

る額を計上しておりま

す。 

  (4) 役員退職引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規

に基づく中間期末要支

給額を計上しておりま

す。 

  なお、平成16年６月に

役員退職慰労金制度を

廃止しており、役員退

職引当金残高は従前の

制度による在任役員に

対する支給予定額であ

ります。 

(4) 役員退職引当金 

同左 

  

(4) 役員退職引当金 

  役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規

に基づく期末要支給額

を計上しております。 

  なお、平成16年６月に

役員退職慰労金制度を

廃止しており、役員退

職引当金残高は従前の

制度による在任役員に

対する支給予定額であ

ります。 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 



  

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、要求払預金及び取得日

から３ケ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっており

ます。 

同左 キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、

要求払預金及び取得日から

３ケ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な

投資からなっております。 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

  

消費税等の会計処理 

同左 

  

消費税等の会計処理 

同左 

  



  
 会計処理の変更 

  

  

  

 追加情報 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

――――― 

  

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

  

――――― 

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い、法人事業税の付加

価値割及び資本割については、販売

費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が8,922千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が

8,922千円減少しております。 

  

  

――――― 

  

  

  

 「地方税等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い、法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が18,067千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が

18,067千円減少しております。 

  



 注記事項 

  (中間貸借対照表関係) 

  

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

287,768千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

168,150千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

291,120千円 

      

※２ 投資有価証券を仕入債務の担

保に供しております。 

投資有価証券 131,900千円

仕入債務 345,214千円

※２ 投資有価証券166,124千円を

仕入債務377,704千円（支払

手 形 29,294 千 円、買 掛 金

348,409千円）の担保に供し

ております。 

※２ 投資有価証券144,237千円を

仕入債務342,753千円（支払

手 形 12,921 千 円、買 掛 金

329,831千円）の担保に供し

ております。 

      

※３ 消費税等の取扱い 

   仮受消費税等と仮払消費税等

は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めておりま

す。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

――――― 



  (中間損益計算書関係) 

  

  

  

  (中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主な内容 ※１ 営業外収益の主な内容 ※１ 営業外収益の主な内容 

受取利息 880千円

仕入割引 54,633千円

受取配当金 2,890千円

仕入割引 51,164千円

受取家賃 5,262千円

仕入割引 100,773千円

      

※２ 営業外費用の主な内容 ※２ 営業外費用の主な内容 ※２ 営業外費用の主な内容 

売上割引 4,485千円 社債発行費 13,600千円

売上割引 4,063千円

売上割引 8,584千円

      

※３ 特別利益の主な内容 ※３ 特別利益の主な内容 ※３ 特別利益の主な内容 

貸倒引当金 

戻入益 
1,936千円

貸倒引当金 

戻入益 
11,775千円

貸倒引当金 

戻入益 
29,437千円

      

※４ 特別損失の主な内容 ※４ 特別損失の主な内容 ※４ 特別損失の主な内容 

投資有価証券 

評価損 
2,069千円

社屋建替関連

損失 
71,749千円

商品評価損 13,358千円

投資有価証券 

評価損 
1,861千円

      

※５ 中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額 

※５ 中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額 

  

中間会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額

は、当期において予定し

ている利益処分による圧

縮積立金の取崩しを前提

として、当中間会計期間

に係る金額を計算してお

ります。 

同左 ――――― 

      

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 7,072千円

無形固定資産 69千円

有形固定資産 5,819千円

無形固定資産 20千円

有形固定資産 14,186千円

無形固定資産 40千円

      

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に

掲記されている科目の金額

との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に

掲記されている科目の金額

との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金 
勘定 

5,505,094千円

預入期間が 
３ヶ月を超える 

定期預金 

△303,894千円

現金及び現金 
同等物 

5,201,199千円

現金及び預金
勘定 

6,563,217千円

預入期間が 
３ヶ月を超える

定期預金 

－千円

現金及び現金
同等物 

6,563,217千円

現金及び預金
勘定 

6,240,498千円

預入期間が 
３ヶ月を超える

定期預金 

－千円

現金及び現金
同等物 

6,240,498千円



  (リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 
  
１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 
  
１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 
  
１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

    
器具 
備品 
(千円) 

  
ソフト 
ウェア 
（千円） 

  
合計 
(千円) 

取得 
価額 
相当額 

  35,701   209,226   244,927

減価 
償却 
累計額 
相当額 

  17,339   38,357   55,697

中間 
期末 
残高 
相当額 

  18,361   170,868   189,230

    
器具
備品 
(千円) 

 
ソフト
ウェア 
（千円）

 
合計
(千円)

取得 
価額 
相当額 

  40,361  213,476  253,837

減価 
償却 
累計額 
相当額 

  29,692  80,840  110,532

中間 
期末 
残高 
相当額 

  10,668  132,636  143,305

  
器具
備品 
(千円) 

  
ソフト 
ウェア 
（千円） 

  
合計 
(千円) 

取得
価額 
相当額

 35,701  213,476   249,177 

減価
償却 
累計額
相当額

 23,321  59,492   82,814 

期末
残高 
相当額

 12,379  153,983   166,363 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 １年内 53,183 千円

 １年超 137,638 千円

 合計 190,821 千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 １年内 49,353 千円

 １年超 96,205 千円

 合計 145,559 千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

 １年内 52,976 千円 

 １年超 115,416 千円 

 合計 168,392 千円 
  
３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 27,997 千円

 減価償却費 
 相当額 

26,904 千円

 支払利息 
 相当額 

1,751 千円

  
３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 28,845 千円

 減価償却費
 相当額 

27,718 千円

 支払利息
 相当額 

1,351 千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 56,217 千円 

減価償却費
 相当額 

54,022 千円 

支払利息
 相当額 

3,292 千円 

  
４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

  
４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 
  
５ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

  
５ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

５ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 



  (有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評

価損2,069千円を計上しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

区分 取得原価(千円) 
中間貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

その他有価証券  

  株式 189,370 340,008 150,638

合計 189,370 340,008 150,638

内容 中間貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券  

 ①非上場株式(店頭売買株式を除く) 6,790

 ②ＭＭＦ 10,214

合計 17,005

区分 取得原価(千円) 
中間貸借対照表計上額

(千円) 
差額(千円) 

その他有価証券  

  株式 193,679 454,811 261,132

合計 193,679 454,811 261,132

内容 中間貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券  

 ①非上場株式 6,790

 ②ＭＭＦ 10,218

合計 17,009



前事業年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損

1,861千円を計上しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

  

区分 取得原価(千円) 貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

その他有価証券  

  株式 191,376 385,825 194,448

合計 191,376 385,825 194,448

内容 貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券  

 ①非上場株式 6,790

 ②ＭＭＦ 10,216

合計 17,007



  (デリバティブ取引関係) 

   前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

    当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

   当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

    当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

   前事業年度末(平成17年３月31日) 

    当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  (持分法損益等) 

   前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

    当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

   当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

    当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

   前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

    当社は関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  (１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,000.48円 2,132.53円 2,081.02円

１株当たり中間(当期)純利益 107.09円 94.04円 193.59円

  
潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益について

は、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益について

は、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益について

は、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益(千円) 551,305 498,414 1,057,742

普通株主に帰属しない金額 
(千円) 

― ― 60,000

(うち利益処分による 
役員賞与金) 

(―) (―) (60,000)

普通株式に係る中間(当期) 
純利益(千円) 

551,305 498,414 997,742

普通株式の期中平均株式数 
(株) 

5,148,000 5,300,000 5,153,830



  (重要な後発事象) 

   前中間会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

    該当事項はありません。 

   当中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

    該当事項はありません。 

   前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

    該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第56期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月16日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月６日

株式会社鳥羽洋行 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社鳥羽洋行の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第56期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成

16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社鳥羽洋行の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  神  津  重  人  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  都  甲  孝  一  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月６日

株式会社鳥羽洋行 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社鳥羽洋行の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第57期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社鳥羽洋行の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  都  甲  孝  一  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  寺  田  昭  仁  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 
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